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　単年度のみ

　単年度繰返
（ S 40

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

42-1111

所属Ｇ（係）

No.
教育部

教育総務課

東郷一德課 長 名

スクールバス運行事業1210-140

政策
体系

事　務
事業名

教育総務グループ

政策名

特になし
法令
根拠

学校教育の充実

教育環境の整備

145010 スクールバス運営管理事業
一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

142010

対象指標

事業 事業名
スクールバス運営管理事業

　小学校は牧園、福山地区、中学校は横川、霧島、牧園地区でスクールバスを運行しているが、そのバ
スの維持管理を行う事業である。維持管理の内容は、不具合が生じたときの修繕関係発注、車検、運転
手の賃金支払いなど。

一般

　対象地区児童、生徒の保護者は事業の継続を切望している。

活動指標

単位

単位
％

1,260

成果指標
％ 83

人

％ 100

1,386

上位成果指標

件

名称

94 96 96

単位

人

％

件

名称

ウ

不具合発生時の対応件数

79 83

3

1,323 1,386

項 目

ア

イ

スクールバスを利用している対象地区児童生徒数

事業期間

単位

名称

(見込)

　　

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　それぞれの対象地区において、学校の統廃合が行われたことをきっかけとして開始された。統廃合を受け入れる条件として、スクールバスの運行が始まった
ものと思われる。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　少子化の影響で年々対象地区児童、生徒は減少しつつある。今年度から福山地区において、コミュニティバスとの併用が始まった。

3 3

75

19,397 15,24415,204

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

　　
 

千円
15,204

　
　　　　
19,397

千円

千円

千円

千円

18年度
(実績)

22,744

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

利用者のうち安全に通学できていると感じている児童生徒の割合

適切な教育環境で教育が受けられる。

十分な教育環境が整っている学校の割合
名称

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

スクールバスの維持管理

20

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

安全に通学できる

前年度と同様

スクールバス
スクールバスに乗る対象地区児童・生徒

22,744

年度）年度～

3

21年度

年代～）

　　
 

15,244

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

育み磨きあうまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

補助金を財源として購入しているバスは処分可能かどうかの確認が必要である。（補助金返還の必要がないことを）

成
果
低
下

維
持 ○

削減 維持

合併前の各市町の政策的事業ではあるが、現在ではスクールバスの対象地区、非対象地区が市の中に混在
しており、事業内容が一部の受益者に偏っているので、見直し余地がある。

旧町の政策的要素の強い事業を継承しているが、バスの老朽化に伴う修繕件数も
年々増えており、事業実施方法の工夫が必要である。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

補助金適正化関係諸法令の見直しが行われたので、現在の保有バスを処分し、外部委託の方式を導入できない
か、コスト面を中心に検討に入る。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

特に乗車人員の少ないところなど、たとえば民間会社のジャンボタクシー借上げ方式へ転換するなど外部委託
の方策は考えられる。

車検発注にもすべて入札方式を導入しており、これ以上のコスト削減策は考えれらない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

コミュニティバス等運行事業

コミュニティバス運行地域とは連携できる可能性もある。ただし、運行時間の調整などハードルが高い。

教育総務課スクールバス運行事業 所属部 教育部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

対象地区児童生徒の通学手段を安全確実なものとすることで、適切な教育環境の確保に結びつく。

合併前の各市町の政策的事業ではあるが、行政の継続性を考えると市が関与することが妥当である。

当該事業の趣旨が、対象地区児童生徒を対象としているので適切である。

老朽化しているバスを買い替えることができれば、安全性がより高まるので成果の向上余地はある。
または、民間事業者への委託等が実施できれば、同じく車両が新しくなるという点では、安全性がより高まるの
で成果の向上余地はある。

通学手段がなくなってしまうので、影響大である。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－
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　期間限定複数年度
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１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
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42-1111

所属Ｇ（係）

No.
教育部

教育総務課

東郷一德課 長 名

養護師配置事業1210-150

政策
体系

事　務
事業名

教育総務グループ

政策名

特になし
法令
根拠

学校教育の充実

教育環境の整備

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

142090

対象指標

事業 事業名
学校管理事業

　県費養護教諭が配置されない小規模校に、市費で養護教諭免許保持者を配置する。

一般

特になし。

活動指標

単位

単位
%

46

人成果指標
％

24
100

人

% 100

44

上位成果指標

人

名称

94 96 96

単位

人

％

人

人

名称

ウ

養護教諭の人数

19 25
95 100

2

42 47

項 目

ア

イ

対象学校の児童数

事業期間

単位

名称

(見込)

　　

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　昭和50年代に県費養護教諭の配置が行われなくなったことをきっかけに、市費での配置が始まった。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　保護者の安全面に関する意識の高まりがあり、年々養護教諭の責任度合いが重くなりつつある。

2 2

90

3,500 3,6673,556

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

　　
 

千円
3,556

　
　　　　
3,500

千円

千円

千円

千円

18年度
(実績)

3,500

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

安心して学校生活を送った児童の割合

適切な教育環境で教育が受けられる。

養護師が処置した延べ児童数

十分な教育環境が整っている学校の割合
名称

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

養護師2人の配置

20

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

25

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

安心して学校生活を送ることができる。

前年度と同様

対象校の児童

3,500

年度）年度～

2

21年度

年代～）

　　
 

3,667

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

育み磨きあうまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

人を配置できるかどうかなので課題は予算の確保である。

成
果
低
下

○

維
持

削減 維持

他の学校は県費で養護教諭が配置されているので、対象校のみ市費で養護教諭を置いても公平である。

県との役割分担の関係になるが、本来は他の小中学校と同じく県費で配置してほしい
ところである。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

他業務との兼務をしている養護師については、保健業務に専念できるような職員の配置を考える。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

すでに正規職員以外を配置しており、これ以上の削減はできない。

事業にかかる経費は、賃金のみのため削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

養護教諭は免許保持が条件となるので、当該事業をもってしかその手段はない。

教育総務課養護師配置事業 所属部 教育部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

対象校の児童が安心して学校生活を送ることは、適切な教育環境の整備に結びついている。

児童が安心して学校生活を送れるようにすることは、市の責務であり積極的に関与すべきことである。

対象校の児童が安心して学校生活を送ることを意図としており適切である。

2人のうち他業務を兼務している職員がいるので、専任体制がとれれば成果のさらなる向上が期待できる。

学校に養護教諭がいないことになるので影響が大きい。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－



0 4

0 1

0 5

1 0 0 2 0 1
1 0 0 3 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（ S 40

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

育み磨きあうまちづくり

年代～）

　　
 

44,844

　　

年度）年度～

31

21年度

図書室利用の機会が増える
児童、生徒の創造力を高まる

前年度と同様

小中学校の児童、生徒

19,363

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

650,000

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

学校司書27人の配置

20

会計 款

一般財源
事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

前年度に比べ図書室を利用する回数の増えた児童、生徒の割合

適切な教育環境で教育が受けられる。

貸出冊数（総数）

十分な教育環境が整っている学校の割合
名称

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他

19,363

18年度
(実績)

千円

千円

千円

千円

　　
 

千円
51,067

　
　　　　
19,886

51,067

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

19,886 44,844
千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　昭和40年代から学校図書の充実を願う保護者の声を反映し、市教育委員会が単独事業で臨時職員を配置することとなった。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　いじめや不登校などが社会問題化する中、図書室は子どもたちの憩いの場となっている。

27 27

50

(見込)

　　

項 目

ア

イ

小、中学校の児童、生徒数

事業期間

単位

名称

12,136

27

12,223

644,490 650,000
55 60

名称

ウ

学校司書の人数 人

冊

単位

人

%

上位成果指標

人

名称

94 96 96 100

12,028

62

人

%

12,276

冊成果指標
%

613,800

単位

単位
%

特になし。

活動指標

事業 事業名
学校管理事業

　市立小、中学校図書室に司書を配置し、利用しやすい図書室、また、読書環境の整備を行い、児童、生徒の読書
意欲を喚起する。一部小規模校は兼務体制としている。

一般 学校管理事業
一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

142090

対象指標

事　務
事業名

教育総務グループ

政策名

特になし
法令
根拠

学校教育の充実

教育環境の整備

145090

42-1111

所属Ｇ（係）

No.
教育部

教育総務課

東郷一德課 長 名

学校司書配置事業1210-170

政策
体系

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

図書室利用の機会を増やすことは、適切な教育環境の整備に結びついている。

情操豊かな児童、生徒を育成することは、国の責務であるので、市としても当然税金を投入して事業を行うべき
である。

すべての児童生徒を対象に、読書を通じ創造力を高めることを意図としており適切である。

児童。生徒の読書相談（読みたい本の斡旋など）を個々に行えるだけの人的配置を充実すれば、事業の成果
はますます向上すると思われる。

図書室の運営ができなくなるので影響が大きい。司書教諭は別途県費職員が担っているが、多忙のため図書
室までは関与できる体制にない。

図書室の運営を円滑に行うためには専任であることが条件のため、この事業以外に手段はない。

教育総務課学校司書配置事業 所属部 教育部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

すでに正規職員以外を配置しており、これ以上の削減はできない。

事業にかかる経費は、賃金のみのため削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

司書の人数を充実して児童生徒の読書ニーズに対応する。

向
上

削減 維持

すべての児童生徒を対象としており、公平・公正である。

図書室利用者、読書冊数ともに総じて増加傾向にあり、事業の成果は着実にあがりつ
つある。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

予算の確保。

成
果
低
下

○

維
持

－２枚目－
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0 1

0 5

1 0 0 2 0 1
1 0 0 3 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（ S 30

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

育み磨きあうまちづくり

年代～）

　　
 

40,223

　　

年度）年度～

26

21年度

学習に専念できる

前年度と同様

小中学校の児童、生徒

19,363

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

学校主事27人の配置

20

会計 款

一般財源
事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

学習に専念できた児童生徒の割合

適切な教育環境で教育が受けられる。

十分な教育環境が整っている学校の割合
名称

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他

19,363

18年度
(実績)

千円

千円

千円

千円

　　
 

千円
30,925

　
　　　　
19,886

30,925

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

19,886 40,223
千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　昭和30年頃、教職員の補助事務、学校施設の管理などの仕事をするために用務員を配置した。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　職名の呼称が「学校主事」となり、印刷や製本の仕事などもすべて機械を使用するようになり、省力化が図られつつある。

27 27

50

(見込)

　　

項 目

ア

イ

小、中学校の児童、生徒数

事業期間

単位

名称

12,136

27

12,223

55 60

名称

ウ

学校主事の人数 人

単位

人

％

上位成果指標

人

名称

94 96 96 100

12,028

62

人

%

12,276

成果指標
％

単位

単位
%

特になし。

活動指標

事業 事業名
学校管理事業

　正規職員が配置されていない霧島市内小中学校に、臨時職員として学校主事を配置する。

一般 学校管理事業
一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

142090

対象指標

事　務
事業名

教育総務グループ

政策名

特になし
法令
根拠

学校教育の充実

教育環境の整備

145090

42-1111

所属Ｇ（係）

No.
教育部

教育総務課

東郷一德課 長 名

学校主事配置事業1210-180

政策
体系

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

児童生徒が学習に専念できることは、適切な教育環境の整備に結びついている。

適切な教育環境を整備することは市の責務であるので妥当である。

すべての児童生徒を対象として、学習に専念できることを意図としており適切である。

全校に学校主事を配置しているので、当該事務事業でのこれ以上の成果向上余地はない。

学校の環境整備が十分行えなくなるので、影響がある。

公園管理事業などに学校敷地も含める。

学校敷地内の環境整備だけをとれば手段はあるが、校内での補助事務等も担っているので、事務事業の統廃
合はできない。

教育総務課学校主事配置事業 所属部 教育部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

すでに正規職員以外を配置しており、これ以上の削減はできない。

事業にかかる経費は、賃金のみのため削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

特になし。

向
上

削減 維持

すべての児童生徒を対象としており、公平・公正である。

学校主事の業務について市民の理解を得られていない部分もあるので、その内容と成
果について積極的にＰＲしていきたい。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

特になし。

成
果
低
下

維
持 ○

－２枚目－



0 4

0 1

0 5

1 0 0 1 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（ S 50

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

育み磨きあうまちづくり

年度～）

参加者数

　　
 

266

　　

年度）年度～

1

21年度

優れた先進事例を取り込むことで事業が活性化する

小中一貫教育実施先進市への訪問

教育行政各種施策

123

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

学校評価システムの先進地訪問

20

会計 款

一般財源
事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

研修結果を反映した施策予算額の割合

適切な教育環境で教育が受けられる

十分な教育環境が整っている学校の割合
名称

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他

123

18年度
(実績)

千円

千円

千円

千円

　　
 

千円
125

　
　　　　
195

125

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

195 266
千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　教育行政各種施策について、全国的な先進事例が広報されるようになってから視察を開始した。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　近年説明責任が問われるようになり、研修の成果がどのように施策へ反映されたか厳しい目が向いている。

1 1

75

(見込)

　　

項 目

ア

イ

小中学校関連予算額

事業期間

単位

名称

5

560,756

1
4

571,938

4

79 83

名称

ウ

訪問回数

人

回

単位

千円

％

上位成果指標

回

名称

94 96 96

5

100

571,634

83

千円

％

594,495

成果指標
％

単位

単位
％

特になし。

活動指標

事業 事業名
教育委員会費

　教育委員が九州管内の教育行政先進地を訪問し、その優れた事例に直接肌で触れ、本市の施策に反映していく
事業である。

一般
一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

140010

対象指標

人

事　務
事業名

教育政策グループ

政策名

特になし
法令
根拠

学校教育の充実

教育環境の整備 42-1111

所属Ｇ（係）

No.
教育部

教育総務課

東郷一德課 長 名

教育行政先進地視察事業1210-190

政策
体系

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

先進事例を取り入れ事業を活性化させることは、適切な教育環境の整備に結びつく。

教育委員は、教育委員会の施策の意志決定権限を有しており、先進地を訪問することは、市の事業として妥当
である。

教育行政各種施策を活性化させることとしており適切である。

日程的な余裕があれば、研修の分野を拡大できるので向上余地がある。

先進事例に直接触れることができなくなるので影響がある。

インターネットによる資料収集

類似の視察事業は他にもあるが、研修目的が異なるため連携できない。

教育総務課教育行政先進地視察事業 所属部 教育部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

公共交通機関を利用すれば、随行職員を減らすことは可能である。

最低限の経費で視察を行っており、事業費の削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

予算確保が前提となるが、余裕のある日程で研修視察を企画する。

向
上

削減 維持

先進地研修の結果を教育行政各種施策へ反映し、その成果を市民へ還元するので公平である。

研修内容をさらに充実させ、その成果を施策へ反映させていきたい。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

予算の確保。

成
果
低
下

○

維
持

－２枚目－



0 4

0 1

0 5

1 0 0 1 0 2

　単年度のみ

　単年度繰返
（ S 41

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

育み磨きあうまちづくり

年度～）

貸与者数

　　
37,772
46,132

　　

年度）年度～

80,460,000

21年度

高等教育を受ける機会が得られる。
教育にかかる経済的な負担が軽減される。

前年度と同様

能力があるにもかかわらず経済的な理由で上級学校へ進学できない可能性のあ
る生徒。

28,514

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

85

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

事務事業概要と同様

20

会計 款

一般財源
事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

奨学生に採用された人数

教育を受ける機会が確保される

奨学資金を貸与された申請者の割合

経済的支援を受けた児童・生徒の人数
名称

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他

65,206

18年度
(実績)

36,692

千円

千円

千円

千円

　　
47,608

千円
35,888

　
38,151
36,483

83,496

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

74,634 83,904
千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

国・県の奨学金制度の拡充を求める市民の要望に基づき昭和４１年度に旧隼人町が単独での奨学金制度を創設した。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

経済格差の拡大傾向があり、年々申請者が増加傾向にある。

73,954,000 74,692,000

53

(見込)

　　

項 目

ア

イ

申請者数（高校等への進学予定者）

事業期間

単位

名称

162

12
41

65,206,000

8 4

162

18
44 45

153

81 93

3
54 52

48

名称

ウ

貸与金額

人

円

％

単位

人
人
人

人

上位成果指標

円

名称

1,167 1,193 1,348

172

1,200

23

3
63

人
人

人

10

％成果指標

人
人

87

単位

単位
人

受験をする前に仮決定をもらえないかなどの声が議会及び申請者の保護者からある。（予約募集制度の検討）
手続きが面倒だ（書類が多い）という意見もある。

活動指標

事業 事業名
奨学資金貸付事業

能力があるにもかかわらず、上級学校へ進学できない生徒を経済的に支援する奨学資金を返済予定期間内につい
ては、無利子で貸付する事業。
月額で高校生１８，０００円以内、大学生等４４，０００円以内、大学院８７，０００円以内を貸し付ける。
４月に選考・決定した生徒及び前年度からの継続者へ奨学資金を貸し付ける。
他の奨学資金との併用はできず、学費免除などを受けた場合には減額となる。
貸与完了の１年後から高校は８年間、大学等・大学院は１０年間の返還期限内に全額返済する。

申請者数（大学等への進学予定者）
申請者数（大学院への進学予定者）

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

141015

対象指標

人

事　務
事業名

教育政策Ｇ

政策名

霧島市奨学資金条例
法令
根拠

学校教育の充実

教育環境の整備 42-1111

所属Ｇ（係）

No.
教育部

教育総務課

東郷　一德課 長 名

奨学資金貸付事業1210-220

政策
体系

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

経済的に就学が困難な方へ支援を行うことによって、教育を受ける機会が確保されるため、意図することが結
果に結びついている。

上級学校に進学したくても、経済的な事情によりできない市民のために事業を実施しており妥当である。
また、教育基本法に国および地方公共団体は奨学の措置を講じなければならないとされている。

高校生から大学院生まで対象にしているので追加の必要はないと考える。高等教育を受ける機会を得られるた
めにも限定すべきではない。

申請者が貸与を受けられることが成果であるため予算の確保ができれば成果は向上する。

上級学校に進学したくても、経済的な事情によりできない市民が困る。

独立行政法人や鹿児島県育英財団が行っている事業はあるが市としてこのような支援制度は他にはない。

教育総務課奨学資金貸付事業 所属部 教育部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

臨時職員を雇用すれば職員の業務時間は削減可能である。また貸与返還の管理システムを導入することで人
件費は削減可能である。

貸付金制度なので事業費の削減は成果の下降へつながる。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

成果向上のために予算による募集人員について検討する。
事務の一部は正規職員以外の職員でも行うことができる。また、管理のシステムを導入することにより事務の時間
は短縮できるので人件費の削減について検討する。

向
上

削減 維持

申請はすべての市民に門戸を開いており、選考委員会を経て貸与者を決定しているので公平である。

事業の目的を適切に結果へ反映しており市民ニーズに応えている。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

市の財政状況として財源が不足するので財源確保のために償還金徴収を徹底する、また募集人員については市民ニーズを的確に把握する。
システム導入についてはそのコストが課題である。正規職員以外で出来る事務とそうでない事務の区別化とその事務量の把握が必要になる。

成
果
低
下

○ ○

維
持 ○

－２枚目－



0 4

0 1

0 5

1 0 0 2 0 3
1 0 0 3 0 3

　単年度のみ
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１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

42-1111

所属Ｇ（係）

No.
教育部

教育総務課

東郷　一徳課 長 名

小中学校耐震診断事業1210-230

政策
体系

事　務
事業名

教育施設グループ

政策名

建築物の耐震改修の促進に関する法律
法令
根拠

学校教育の充実

教育環境の整備

147010 学校施設整備事業
一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

144010

対象指標

事業 事業名
学校施設整備事業

市立の小･中学校校舎等の耐震力を判断して，必要に応じ補強工事を行う｡耐震診断を実施する小･中学校の校舎
等は昭和56年度以前に建設されていた以前の建築基準法に基づき建設されたものとしている｡耐震診断の結果，補
強工事によって強度の確保ができないと判断された場合には，校舎の建替えを検討する必要がある｡

昭和５６年度以前に建築された校舎等で耐震診断の対象となる数（中学校）

児童生徒数

一般

公共施設の安全性に高い関心があり，なるべく早い時期に耐震診断を実施し，その結果如何によっては補強工事をしてほしいという声が市民及び議員から
寄せられている。

活動指標

単位

単位
％

58

棟成果指標

人
棟

21

棟
棟

％
上位成果指標

校

名称

52 71 84

単位

棟
棟
人

棟

校

棟

名称

ウ

耐震診断を実施した学校数

15 0

12,136
16 0

0

12,274 12,223

58
21 21

58
21

項 目

ア

イ

昭和５６年度以前に建築された校舎等で耐震診断の対象となる数（小学校）

事業期間

単位

名称

(見込)

　　

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

各地で起こった地震による建物倒壊の影響から，耐震診断や耐震補強の必要性が叫ばれ始めた。文部科学省から以前より耐震補強に関する通達が出さ
れ，各自治体で診断や補強事業を開始した。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

耐震診断の進捗率（耐震診断実施済み学校数／昭和５６年度以前に建築された学校数）を文部科学省から常に問われるようになった。

17 12

58

46,883 038,094

19年度
(実績)

30,000
　　

20年度
(実績)

42,426

　　
 

千円
8,094

　
　　　　
4,457

千円

千円

千円

千円

18年度
(実績)

0

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

耐震診断を未実施の棟数（小学校）

適切な教育環境で教育が受けられる。

耐震診断を未実施の棟数（中学校）

耐震基準を満たした学校施設の割合
名称

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

木原小，向花小，上小川小，溝辺小，竹子小，佐々木小，万膳小，福山小　計７
校
木原中，霧島中，横川中，牧之原中　計４校

20

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

安全を確保する｡
耐震性の有無が判断できる｡

児童･生徒
昭和５６年度以前に建築された小中学校の校舎等

　

年度）年度～

21年度

年度～）

　　
 

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

育み磨きあうまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持

目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

成
果
低
下

維
持

削減 維持

市立の学校施設の整備であり，受益者負担を求める事業には該当しない。また耐震性の確保に関して旧建築
基準法の建物を対象としているが，新しい校舎等に関しては既に耐震性が確保されていることから公平であ
る。

平成２０年度で小中学校の耐震診断は完了した。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

（廃止・休止、道路・施設整備の場合は記入不要）

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞ 向
上

目
的
妥
当
性
評
価

職員は，入札の準備，学校や委託業者との打合せ，補助金申請事務などを行っており，職員でなければ対応
できない業務であることから削減は難しい。

補強工事に関しては，実施設計段階で見た目と耐震強度のバランスをはかりながらも極力コストを抑えた工法
を選択している。更に診断及び補強工事は入札によって業者を選定しており，最低限必要な事業費で行って
いる｡

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

昭和５６年度以前に建築された校舎等の耐震性を確認する方法は他にない。

教育総務課小中学校耐震診断事業 所属部 教育部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

耐震診断事業，補強事業を行うことによって，耐震性が確保された学校施設で児童･生徒が教育を受けること
ができることから教育環境の整備に結びつく｡

法律により所有者が行うこととされている。

昭和５６年度に建築基準法が見直されたことから５６年度以前に建築された市立小中学校の全てを対象とし
て，耐震性を確保するという意図を設定しており，妥当と言える。

平成20年度までにすべての小中学校の耐震診断を終える予定であり、計画通り順調に進んでいる。

安心，安全な学校が保障できなくなる。法律違反の状態になる。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－
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１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

42-1111

所属Ｇ（係）

No.
教育部

教育総務課

東郷一德課 長 名

小中学校幼稚園維持管理事業1210-250

政策
体系

事　務
事業名

教育総務グループ

政策名

特になし
法令
根拠

学校教育の充実

教育環境の整備

145090 学校管理事業、他１事業
一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

142090

対象指標

回

事業 事業名
学校管理事業

十分な教育環境が整っている学校の割合（小学校）

　幼稚園６園、小学校３４校、中学校１４校の次のような維持管理を行っている。
　・学校で使用する各種経費の配分（消耗品費、切手代、封筒代、燃料代、他）
　・学校（園）の光熱水費の支払い
　・学校（園）の電話代の支払い
　・各種法定点検の契約、支払い
　・校舎等警備委託契約、支払いなど

小学校点検後の指摘件数
中学校点検後の指摘件数

一般

　特になし。

％

％

活動指標

単位

単位

％

％
％
％十分な教育環境が整っている学校の割合（中学校）

11

％

回

成果指標

件
％

86
100

100

件
件

％
％

86 89 89
100

65
4

16

上位成果指標

回

名称

100

94 96 96

170

単位

件
件
件

％

回

回

回

％

名称

ウ

幼稚園の法定点検回数（電気、消防、
水質）

94 96 96
94 96 96

40

87 87

18
100 100

30

21 18

170
65
10

35 30

170
65

170
65
5
46

項 目

ア

イ

幼稚園点検後の指摘件数

事業期間

単位

名称

(見込)

　　

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　戦後の義務教育制度が再開されて以来、施設の維持管理事業は脈々と行われてきた。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　近年、各種法制度が整備されるにつれ、点検及び指摘事項への改善が行政の急務となっている。

30 30

91

329,173 293,440323,259

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

　　
 

千円
323,259

　
　　　　
329,173

千円

千円

千円

千円

18年度
(実績)

343,356

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

幼稚園指摘事項の内改善した割合

適切な教育環境で教育が受けられる

小学校指摘事項の内改善した割合
中学校指摘事項の内改善した割合

十分な教育環境が整っている学校の割合（幼稚園）

名称

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

幼稚園、小、中学校の維持管理

20

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

89

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

94

適正な環境に保たれる

前年度と同様

幼稚園、小、中学校の施設

343,356

年度）年度～

30

21年度

年度～）

小学校の法定点検回数（電気、消防、
水質）

中学校の法定点検回数（電気、消防、
水質）

　　
 

293,440

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

育み磨きあうまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

特になし。（現段階では）

成
果
低
下

維
持 ○

削減 維持

受益者負担という観点では、学校ごとに保護者負担金が異なっており、その一部がたとえば用紙代などに充当
されているとすれば、費用負担について見直し余地がある。

概ね適切に維持管理を行ってきたが、厳しい財政状況の中さらなるコスト削減を検討し
ていきたい。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

定期的に事務職員との意見交換会を実施し、現場の声を踏まえたコスト削減策を検討したい。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

現在でも委託業務が多く、職員人件費の削減はできない。

様々な分野ごとに競争原理を導入すれば事業費削減は可能である。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

当該事務事業の中には様々な要素が含まれているため、他に手段は考えられない。

教育総務課小中学校幼稚園維持管理事業 所属部 教育部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

当該施設を適正な環境に保つことは、適切な教育環境で教育が受けられることに結びついている。

すべて市立の施設であるので、市が関与することが妥当である。

対象は適切であるが、学校内事故を未然に防止するため、安全管理の側面を意図として強調すべきである。

学校裁量での予算の使いみちを工夫すれば、当該事業の成果向上が期待できる。

学校の維持管理ができなくなるので影響が大きい。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－
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0 1

0 6

1 0 0 5 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（ S 40

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

No.
教育部

教育総務課

東郷一德課 長 名

公立幼稚園運営事業1210-370

政策
体系

事　務
事業名

教育総務グループ

政策名

施策名 所属Ｇ（係）

特になし
法令
根拠

学校教育の充実

幼稚園教育の推進

事業 事業名

42-1111

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

151020

対象指標

公立幼稚園費

　当市には、６つの市立幼稚園があるが、その運営を園長、他教諭などの人的な面から、また、園評議員という外部
委員の面の両面から支援していく事業である。

名称

ウ

園評議員会の実施回数

一般

特になし。

単位

単位
％

成果指標
％

活動指標

10件

％ 85

10

上位成果指標

回

名称

未把握 82.9 87.3

単位

件

％

回

90 90

18

10 10

項 目

ア

イ

園評議員会での提言の数

事業期間

単位

名称

(見込)

　　

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　公立幼稚園の開設と同時に園職員の配置は行われてきた。また、評議員制度については、園の経営状況について地域住民から意見を求めるため開始さ
れた。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　少子化の波が押し寄せ、園児数の確保が困難な幼稚園も出てきた。

18 15

90

15,429 23,38518,608

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

　　
 

千円
18,608

　
　　　　
15,429

千円

千円

千円

千円

18年度
(実績)

16,409

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

提言のうちち経営改善に生かした意見の割合

基本的なしつけや集団行動が身に付く
基本的なしつけや集団行動が身に付いた園児の割合

名称

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

園長、教諭の賃金、旅費の支払い
園評議員の委嘱、会議運営など

20

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

90

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

保育環境が整う

前年度と同様

園児
幼稚園関係職員

16,409

年度）年度～

18

21年度

年度～）

　　
 

23,385

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

育み磨きあうまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

私立幼稚園経営者の理解を得ることが課題である。

成
果
低
下

○

維
持

削減 維持

受益者負担（保育料）をもう少し上げるべきとの意見もあり、私立幼稚園へ通わせている保護者との間に不公平
感があるので見直し余地あり。

保育体制の充実と、公平性について、いかに受益者負担のバランスをとるか大きな課
題である。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

園児募集のあり方も含め、私立幼稚園、保育園との住み分けを検討する。その際、現行の保育料が適正なもので
あるか検証する。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

幼稚園教諭の業務は複雑化する一方であり、削減余地はない。

当該事務事業では賃金が主なコストでありこれ以上の削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

認定子ども園の開設

幼保連携として先進自治体は実施しているので、環境が整えば将来的には可能である。

教育総務課公立幼稚園運営事業 所属部 教育部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

保育環境を整えることは、園児の基本的なしつけや集団行動が身に付くことに結びつく。

市立幼稚園であるため、妥当である。

幼稚園関係職員、園児を対象として、保育環境を整えることを意図としており適切である。

保育体制を充実すれば、今以上に園児に目が行き届くので成果は向上する。

受け皿としては私立幼稚園や保育園があるが、受益者負担の関係で公立幼稚園を望む人もいるので事業廃
止の影響は大きい。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－
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0 2
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　単年度のみ

　単年度繰返
（ H 18

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

新たな行政経営によるまちづくり

年度～）

　　
 

170

　　

年度）年度～

700

21年度

霧島市の教育行政の基本方向、重点施策を知ることができ、教育行政に関する意
識が高まる。

前年度と同様

市民、市教育委員会職員、市職員、学校・幼稚園職員

250

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

40

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

「霧島市の教育」７００部を印刷し、関係機関へ配布した。

20

会計 款

一般財源
事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

霧島市の教育に関する施策を知っている市民の比率

行政の活動内容が明らかになる

霧島市の教育に関する施策を知っている職員の比率

市民に必要な情報提供がなされていると思う市民の割合

名称

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他

250

18年度
(実績)

千円

千円

千円

千円

　　
 

千円
166

　
　　　　
219

166

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

219 170
千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

霧島市の教育の基本方向、重点施策等を広く周知し、教育施策の対する関心を高めるため、平成１８年度より発行している。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

特になし

700 700

未把握

(見込)

　　

項 目

ア

イ

人口

事業期間

単位

名称

127,450
2,391

700

127,773
2,538 2,497

未把握 未把握
未把握 未把握

2,380

名称

ウ

配布部数 冊

％

単位

人
人

％

上位成果指標

冊

名称

53.1 54.2 61.1 62.0

128,383

30

人
人

％

127,615

％成果指標
％

未把握

単位

単位
％

職員から議会の答弁等に活用するという理由で５月中の作成の要望がある。

活動指標

事業 事業名
事務局費

　教育委員会の教育行政の基本方向、学校教育課をはじめとする教育委員会に属する各課の重点施策や学校数、
児童生徒数、霧島市の文化財等の各種データを登載した印刷物である「霧島市の教育」を作成し、学校、議会等の
関係機関に配布することにより、市民、職員等に霧島市の教育に関する施策の周知を図る。

教育委員会職員、市職員、学校等職員

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

141090

対象指標

事　務
事業名

教育政策グループ

政策名

なし
法令
根拠

信頼される行政経営の推進

行政運営の透明性の確保 42-1111

所属Ｇ（係）

No.
教育部

教育総務課

東郷　一徳課 長 名

「霧島市の教育」発行事業1210-410

政策
体系

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

当該年度の教育行政の基本方向、取り組むべき重点施策等を作成・周知することで、行政運営の透明性の確
保に結びついている。

霧島市教育行政の基本方向、各課の重点施策等を登載した印刷物であることから市において事業を実施して
いく必要がある。

教育行政の基本方向、重点施策等を登載した印刷物であることから、市民、市職員、学校職員を対象としてい
るのは適切である。

これまでの関係機関等への配布に加えて、効率的で効果的な周知（ホームページへの掲載等）を図ることによ
り、より市民の教育施策に対する関心を高めることができる。

霧島市教育行政の基本方向、重点施策等、教育に関するあらゆる情報をを登載した印刷物であり、現時点で
は市民、関係機関等に教育に関する施策を周知する唯一の方法であるため廃止は難しい。

他にこのような印刷物はない。

教育総務課「霧島市の教育」発行事業 所属部 教育部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

現在も各課において分担し、資料の作成を行っているところであり業務時間の削減はできない。

事業費は印刷製本費のみである。現在約８０ページの内容で登載しているが、内容の見直し検討によりページ
数の削減につなげることできれば事業費の削減が可能である。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

あらゆる角度から再検討し、有効活用される印刷物となるよう改善していく必要がある。

向
上

削減 維持

関係機関等への配布は行っているが、一般市民にはほとんど周知されていない状況であり公平であるとは言え
ない。今後は、市民の教育施策に対する関心を高めるためにも広く市民に周知を図っていく必要がある。

あらゆる教育に関する情報が登載された印刷物であるが充分に有効活用されていると
は言えない状況である。作成する目的、対象範囲、周知方法、登載する内容等、あら
ゆる角度から再検討していく必要がある。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

事業費を増加せずに、どのように周知していくのか、効率的で効果的な周知方法（広報誌やホームページへの掲載など）の検討が必要
教育委員会としてどのように活用していくのか、枠配分方式による予算編成等への活用の検討

成
果
低
下

○

維
持

－２枚目－
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